大阪府附属機関条例の改正（概要）
総務部人事室企画厚生課
住宅まちづくり部建築指導室建築企画課
■改正の理由
・　地方自治法（昭和22年法律第67号）において、附属機関の委員の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法については条例でこれを定めなければならないとされている。
一方、現在大阪府附属機関条例第２条において、組織、委員その他構成員の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法その他附属機関に関し必要な事項は、当該執行機関が定めることとされているが（条例第２条）、地方自治法の趣旨に則り、附属機関の委員等の報酬の額の上限及び費用弁償並びにその支給方法について条例事項として新たに定める。
・　附属機関の見直し方針（平成22年８月24日公表）を踏まえ、大阪府景観審議会と大阪府屋外広告物審議会を統合することに伴い、所要の改正を行う。
■改正の内容
・　趣旨規定として、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるもののほか、府が設置する執行機関の附属機関について、地方自治法第138条の４第３項、第202条の３第１及び第203条の２第４項の規定に基づき、その設置、担任する事務並びに委員その他の構成員（以下「委員等」という。）の報酬及び費用弁償並びにその支給方法その他附属機関に関し必要な事項を定める。（第１条関係）
・　大阪府景観審議会と大阪府屋外広告物審議会を統合し、名称を大阪府景観審議会とする。（第２条第１号関係）
・　附属機関の委員その他の構成員の報酬の額は、9,600円を超えない範囲において、当該附属機関を設置する執行機関が定める。（第３条関係）
・　委員等の費用弁償の額及び支給方法について明記する。（第４条及び第５条関係）
・　その他規定整備を行う。（第２条第１号関係）
■施行期日
　平成24年４月１日
■政策アセスメント・制度間調整
・　審議会の統合について財政課、行政改革課、人事課、市町村課、道路環境課、関係土木事務所と調整済
・　その他について関係部局に周知、調整済
